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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第68期

第２四半期
連結累計期間

第69期
第２四半期
連結累計期間

第68期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (百万円) 14,042 14,783 36,024

経常利益 (百万円) 51 275 1,550

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 0 154 907

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 57 164 1,050

純資産額 (百万円) 5,975 7,074 6,967

総資産額 (百万円) 20,922 22,035 25,159

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 0.01 8.44 49.56

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 28.3 31.8 27.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △518 △1,752 1,092

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △497 △504 △862

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △151 △73 △169

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 4,998 3,895 6,226
 

　

回次
第68期

第２四半期
連結会計期間

第69期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 6.01 12.06
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期(当期)純利益」を「親会社株主に帰属する四半期(当期)純利益」としております。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社の企業集団が営む事業の内容について、重要な変更はありません。ま

た、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、前

事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、一部に弱含みの動きはあるものの、政府主導による経済諸施

策の効果から企業収益は改善の傾向にあり、雇用情勢も先行きに安定化の兆しを見せるなど、景気は緩やかな回復

基調が続いております。

道路建設業界におきましては、公共投資は対前年度比で減少しているものの、民間投資は住宅建設分野で底堅い

需要が継続するなど、総じて堅調に推移をしております。

このような状況のもと、当社グループ(当社及び連結子会社をいう。以下同じ。)は、平成25年４月より「強靭な

企業体質の創造」をコンセプトに掲げた「新中期経営計画」(26/3期～28/3期)をスタートさせております。平成28

年３月期は、「強靭な企業体質の創造」へステップアップする最終章と位置づけ、計画に沿った諸施策を推進し、

収益の源泉となる事業量の確保と質の向上を図るとともに、市場性を捉えた投資・経営資源の配分を進め、利益確

保に努めてまいります。

また、企業市民として、安全・品質の確保やコンプライアンスの徹底を実践し、公正妥当な事業活動を行うとと

もに、内部統制システムの充実に努めてまいります。

当第２四半期連結累計期間の当社グループの業績は、受注高は169億96百万円(前年同期比10.6％減少)、売上高

は147億83百万円(前年同期比5.3％増加)、経常利益は２億75百万円(前年同期比438.5％増加)、親会社株主に帰属

する四半期純利益は１億54百万円(前年同期は親会社株主に帰属する四半期純利益は０百万円)となりました。

セグメント別の業績は、次のとおりであります。なお、報告セグメントの利益は売上総利益の数値であります。

 

(建設事業)

建設事業におきましては、受注高は147億31百万円(前年同期比10.0％減少)、完成工事高は124億86百万円(前年

同期比9.9％増加)、セグメント利益は10億27百万円(前年同期比38.2％増加)となりました。

 

(製造・販売事業)

建設用資材の製造・販売事業におきましては、売上高は22億65百万円(前年同期比14.4％減少)、セグメント利益

は２億42百万円(前年同期比15.2％減少)となりました。

 

(その他)

その他におきましては、太陽光発電による売電事業の売上高は30百万円(前年同期比1.5％増加)、セグメント利

益は19百万円(前年同期比0.1％減少)となりました。

 

なお、「新中期経営計画」の詳細につきましては、平成25年４月公表の「新中期経営計画策定のお知らせ」をご

参照ください。次のＵＲＬからご覧いただくことができます。

(当社ホームページ)

http://www.smrc.co.jp
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(2) 財政状態

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末と比べ31億23百万円減少して220億35百万円とな

りました。これは、受取手形・完成工事未収入金等が減少したこと等によります。

　負債合計は、同32億30百万円減少して149億61百万円となりました。これは、支払手形・工事未払金等が減少し

たこと等によります。

純資産合計は、同１億７百万円増加して70億74百万円となりました。これは、親会社株主に帰属する四半期純利

益１億54百万円及び剰余金の配当54百万円により利益剰余金が増加したこと等によります。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローにつきましては、仕入債務の減少等により営業活動による

キャッシュ・フローは17億52百万円の資金の減少(前年同期は５億18百万円の資金の減少)となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出等により５億４百万円の資金の減少(前

年同期は４億97百万円の資金の減少)となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払等により73百万円の資金の減少(前年同期は１億51百万円

の資金の減少)となりました。

　以上の結果、現金及び現金同等物の当第２四半期連結会計期間末残高は、23億30百万円減少し、38億95百万円と

なっております。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあ

りません。

なお、当社は東日本高速道路株式会社東北支社及び国土交通省東北地方整備局が発注する工事に関し、独占禁止

法違反の疑いがあるとして、平成27年１月28日に公正取引委員会の立入検査を受けました。当社といたしまして

は、このことを厳粛に受け止め、調査に全面的に協力するとともに、コンプライアンス体制の強化・充実に引き続

き鋭意努力してまいります。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、33百万円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(注) 「第２　事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しております。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 70,000,000

計 70,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数 (株)
(平成27年９月30日)

提出日現在 
発行数 (株)

(平成27年11月11日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 18,555,000 18,555,000
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数は1,000株で
あります。

計 18,555,000 18,555,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成27年７月１日～
平成27年９月30日

― 18,555 ― 1,329 ― 541
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(6) 【大株主の状況】

  平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

三井住友建設株式会社 東京都中央区佃２丁目１－６ 9,963 53.69

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１丁目４番地 596 3.21

BNP PARIBAS SECURITIES
SERVICES LUXEMBOURG/JASDEC/
ACCT BP25 DUBLIN CLIENTS-AIFM
(常任代理人　香港上海銀行)

33 RUE DE GASPERICH, L-5826 HOWALD-
HESPERANGE, LUXEMBOURG
(東京都中央区日本橋３丁目11－１)

503 2.71

ゴールドマンサックスインター
ナショナル
(常任代理人　ゴールドマン・
サックス証券株式会社)

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,UK
(東京都港区六本木６丁目10番１号)

409 2.20

三井住建道路従業員持株会 東京都新宿区余丁町13番27号 324 1.74

三井住建道路株式会社 東京都新宿区余丁町13番27号 308 1.66

石田金造 広島県三原市 206 1.11

株式会社エフピー研究所 東京都品川区西五反田１丁目４－８－1005 198 1.06

宇部木材株式会社 山口県宇部市西平原３丁目２－22 192 1.03

服部光夫 大阪府泉佐野市 190 1.02

計 － 12,889 69.46
 

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年９月30日現在

区分 株式数　(株) 議決権の数　(個) 内容

無議決権株式  ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等)  ― ― ―

議決権制限株式(その他)  ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
 (自己保有株式)

― ―
普通株式 308,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 18,237,000 18,237 ―

単元未満株式 普通株式 10,000 ― 単元株式数(1,000株)未満の株式

発行済株式総数  18,555,000 ― ―

総株主の議決権  ― 18,237 ―
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権１個)含ま

れております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式711株が含まれております。
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② 【自己株式等】

平成27年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数の
合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
三井住建道路株式会社

東京都新宿区余丁町13－27 308,000 ― 308,000 1.65

計 ― 308,000 ― 308,000 1.65
 

(注)　当第２四半期会計期間末の自己株式数は、308,711株であります。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成27年７月１日から平成

27年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 6,239 3,909

  受取手形・完成工事未収入金等 11,670 9,519

  製品 0 0

  販売用不動産 2 2

  未成工事支出金 1,101 2,157

  材料貯蔵品 117 99

  その他 540 705

  貸倒引当金 △9 △9

  流動資産合計 19,662 16,385

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物（純額） 1,302 1,245

   機械及び装置（純額） 1,258 1,217

   土地 2,514 2,515

   その他（純額） 52 306

   有形固定資産合計 5,128 5,284

  無形固定資産 146 144

  投資その他の資産   

   破産更生債権等 5 4

   その他 249 226

   貸倒引当金 △32 △10

   投資その他の資産合計 223 221

  固定資産合計 5,497 5,649

 資産合計 25,159 22,035

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 12,999 10,159

  未払法人税等 568 130

  未成工事受入金 966 1,420

  完成工事補償引当金 15 15

  賞与引当金 7 6

  工事損失引当金 15 36

  その他 1,344 916

  流動負債合計 15,919 12,684

 固定負債   

  退職給付に係る負債 1,829 1,837

  資産除去債務 82 83

  その他 360 356

  固定負債合計 2,272 2,276

 負債合計 18,192 14,961
 

 

EDINET提出書類

三井住建道路株式会社(E00272)

四半期報告書

 9/20



 

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,329 1,329

  資本剰余金 1,541 1,541

  利益剰余金 4,022 4,122

  自己株式 △78 △78

  株主資本合計 6,815 6,915

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 6 4

  土地再評価差額金 129 130

  退職給付に係る調整累計額 △55 △49

  その他の包括利益累計額合計 80 85

 非支配株主持分 71 73

 純資産合計 6,967 7,074

負債純資産合計 25,159 22,035
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

売上高 ※1  14,042 ※1  14,783

売上原価 12,992 13,493

売上総利益 1,049 1,289

販売費及び一般管理費 ※2  998 ※2  1,019

営業利益 50 270

営業外収益   

 受取利息 0 0

 受取地代家賃 1 1

 貸倒引当金戻入額 2 1

 その他 4 6

 営業外収益合計 9 9

営業外費用   

 支払利息 0 0

 支払保証料 6 4

 その他 2 1

 営業外費用合計 9 5

経常利益 51 275

特別利益   

 固定資産売却益 0 12

 収用補償金 1 ―

 特別利益合計 2 12

特別損失   

 固定資産除却損 10 14

 特別損失合計 10 14

税金等調整前四半期純利益 42 273

法人税等 34 114

四半期純利益 8 158

非支配株主に帰属する四半期純利益 7 4

親会社株主に帰属する四半期純利益 0 154
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

四半期純利益 8 158

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 2 △1

 土地再評価差額金 △0 0

 退職給付に係る調整額 47 6

 その他の包括利益合計 49 5

四半期包括利益 57 164

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 50 159

 非支配株主に係る四半期包括利益 7 4
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
  至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
  至 平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 42 273

 減価償却費 166 204

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △20 △22

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 133 13

 賞与引当金の増減額（△は減少） △0 △1

 工事損失引当金の増減額（△は減少） 13 20

 受取利息及び受取配当金 △1 △1

 支払利息 0 0

 固定資産売却損益（△は益） △0 △12

 収用補償金 △1 ―

 固定資産除却損 10 14

 売上債権の増減額（△は増加） 4,932 2,150

 たな卸資産の増減額（△は増加） △1,050 △1,038

 その他の流動資産の増減額（△は増加） △381 △165

 その他の固定資産の増減額（△は増加） 15 22

 仕入債務の増減額（△は減少） △4,378 △2,841

 未成工事受入金の増減額（△は減少） 856 453

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △275 △272

 その他 0 0

 小計 61 △1,202

 利息及び配当金の受取額 1 1

 利息の支払額 △0 △0

 法人税等の支払額 △580 △551

 営業活動によるキャッシュ・フロー △518 △1,752

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期積金の預入による支出 △1 △1

 有形固定資産の取得による支出 △485 △499

 有形固定資産の売却による収入 1 15

 有形固定資産の除却による支出 △5 △9

 収用補償金の受取による収入 3 ―

 投資有価証券の取得による支出 △0 △0

 投資有価証券の売却による収入 0 ―

 その他 △9 △9

 投資活動によるキャッシュ・フロー △497 △504

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 ファイナンス・リース債務の返済による支出 △16 △16

 自己株式の取得による支出 △76 △0

 配当金の支払額 △55 △54

 非支配株主への配当金の支払額 △2 △2

 財務活動によるキャッシュ・フロー △151 △73

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,167 △2,330

現金及び現金同等物の期首残高 6,165 6,226

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  4,998 ※1  3,895
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

　

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

該当事項はありません。

　

(会計方針の変更)

　企業結合に関する会計基準等の適用

　「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。)、「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。)及び「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。)等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変

動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する

方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会

計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に

反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分

への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計

年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(４)、連結会計基準第44－５項(４)及び事

業分離等会計基準第57－４項(４)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から

将来にわたって適用しております。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。

　

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 税金費用の計算

当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税

率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純損益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しておりま

す。

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１　工事進行基準による売上高(完成工事高)は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間

(自　平成26年４月１日

至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成27年４月１日

至　平成27年９月30日)

 4,944百万円 6,600百万円
 

 

※２　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間

(自　平成26年４月１日

至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成27年４月１日

至　平成27年９月30日)

　従業員給料手当 475百万円 495百万円

　退職給付費用 42百万円 32百万円
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　３　売上高の季節的変動

　　前第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)及び

　　当第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

　

当社グループの売上高は、主たる事業である建設事業において、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連結

会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に比べ第４四

半期連結会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動があります。

 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日)

　現金預金 5,009百万円 3,909百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △7百万円 △10百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期積金 △3百万円 △3百万円

　現金及び現金同等物 4,998百万円 3,895百万円
 

 

(株主資本等関係)

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

　１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月26日

取締役会
普通株式 55 3.0 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　該当事項はありません。

　

　３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

　１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月25日

取締役会
普通株式 54 3.0 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

 

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　該当事項はありません。

　

　３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
(注)１

合計 調整額

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

建設事業
製造・
販売事業

計

売上高        

  外部顧客への売上高 11,365 2,646 14,011 30 14,042 ― 14,042

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

― 810 810 ― 810 △810 ―

計 11,365 3,456 14,822 30 14,853 △810 14,042

セグメント利益 743 286 1,029 19 1,049 ― 1,049
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、売電事業及び不動産取引に関する

事業を含んでおります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の売上総利益と一致しております。

 

　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　該当事項はありません。

 

　Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
(注)１

合計 調整額

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

建設事業
製造・
販売事業

計

売上高        

  外部顧客への売上高 12,486 2,265 14,752 30 14,783 ― 14,783

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

― 789 789 ― 789 △789 ―

計 12,486 3,054 15,541 30 15,572 △789 14,783

セグメント利益 1,027 242 1,270 19 1,289 ― 1,289
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、売電事業及び不動産取引に関する

事業を含んでおります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の売上総利益と一致しております。

　

　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額   0円01銭  8円44銭

 (算定上の基礎)    

親会社株主に帰属する
四半期純利益金額

(百万円) 0 154

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額

(百万円) 0 154

普通株式の期中平均株式数 (株) 18,388,964 18,246,556
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第69期(平成27年４月１日から平成28年３月31日まで)中間配当については、平成27年10月28日開催の取締役会に

おいて、これを行わない旨を決議いたしました。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

EDINET提出書類

三井住建道路株式会社(E00272)

四半期報告書

19/20



独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年11月11日

三井住建道路株式会社

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   藤　　原　　　　　明   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   内　　田　　英　　仁   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三井住建道路株

式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成27年７月１日から

平成27年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三井住建道路株式会社及び連結子会社の平成27年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。
　　 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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